

昭和57年版 大阪経済白書 の概要

─技術革新と国際化─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は昭和57年版の概要です。



【要約】 

　大阪経済は、第１次石油ショック時、全国に比しはるかに厳しい景気後退に陥り、産業構造の脆弱化が深刻に問われた。しかし第２次石油ショックに際しては、明らかにこれと異なる力強い適応力を発揮した。
　このような変化の背後には、厳しい経済環境の下で積極的に技術革新を受け入れ、全国に比べて、高水準な設備投資を行ってきた大阪の企業の懸命な努力がある。すなわち、メカトロニクス機器の導入などを通じた生産工程の合理化、省力化、製品の高付加価値化への努力が、大阪における企業体質の改善と産業構造の高度化へと結実し、その結果、大阪経済の環境変化に対する適応力を高めたものと考えられる。
　本白書では、以上のような基本的認識の上に立って、大阪産業における技術革新の進展と国際化への対応に焦点をあてながら、産業構造高度化の実態と今後の課題について検討を行った。

第１部　昭和56年の大阪経済

◆緩やかな回復をたどった大阪経済
　第２次石油ショックの影響によって55年春頃より「景気のかげり」が進行した大阪経済は、56年第２四半期（４～６月）をほぼ底にして、下半期に緩やかな上昇に転じた。しかし、その足どりは弱く、しかも第４四半期（10～12月）には再び景況が悪化するなど、一進一退の状況を脱しきれていない。さて、大阪経済が緩やかながらも景気回復をたどりつつある牽引力となったのは輸出の好調さであり、機械機器、繊維・同製品といった品目を中心に高い伸びを示し、この結果、阪神両港の56年輸出額、同出超額はともに史上最高となった。輸出に続く景気回復の牽引力は、堅調に推移した大企業の設備投資であった。すなわち、府下における大企業の56年度設備投資（計画）は対前年比15.4％と底堅い動きを示し、なかでも製造業における設備投資の高い伸びが目立った。
　このように、大阪経済は好調な輸出と大企業の設備投資に支えられて下半期に景気回復局面を迎えたが、その後の回復テンポは極めて緩やかなものである。
　その理由として、府内総支出の約半分の比重をなす民間消費支出、いわゆる個人消費が前年に引き続き伸び悩んだこと、中小企業の設備投資が盛り上がりを欠いたこと、住宅建設と公共投資が前年比で実質ダウンとなったこと、等の点があげられよう。
　このことから、消費財関連業種や建設関連業種において高いウエイトを占める中小企業の経営環境は厳しさを増し、秋以降の景況は足踏み状態から、停滞色を強めつつある。しかし、このような状況の中においても活発な省力化・合理化投資や新商品開発など、様々な経営努力の実態が注目される。

第２部　技術革新と国際化への対応

◆技術革新の下で高度化する大阪の産業構造
　第１次石油ショックからの立ち直りを示した昭和52年頃から、わが国においては技術革新の大きな波が押し寄せている。
　大阪の産業活動をみても、技術革新の波に乗り、またあるいはこの波を活力として新たな発展への経営努力が様々な側面でうかがえるのである。すなわち、産業用ロボット、OA機器などメカトロニクス機器の生産に乗り出す企業が増える一方、それら機器を積極的に導入する企業も増え、さらには新素材、光技術、バイオテクノロジーなど新たな技術・研究開発への取り組みが進んでいる。
　このような急速な技術革新の進展過程を通じて、大阪の産業構造も総じて高度化の方向を着実に歩んでいる。製造業では生産工程へのメカトロニクス機器の導入や製品のマイコン化の進展によって、より高次の加工・組立段階－技術集約化－へ移行しつつある。
　また、工業製品の加工・組立型への移行は、卸売業販売額構成における機械金属の割合を一層増加させる一方、縮小化傾向にある繊維においても加工型のアパレルのウエイトが増すなど、素材型から加工型への移行が進んでいる。
　さらに、コンピューター、メカトロニクス機器の普及は、プログラミングなど産業におけるソフト機能の重要性を高めており、その結果、情報処理産業、メンテナンス産業など対事業所サービス産業の増加、新生を通じて産業の第３次産業化は一層深まっている。
◆急進展する技術革新と大阪産業の対応
　大阪産業は、「マイコン革命」「メカトロニクス革命」という言葉に象徴される新たな技術革新に、積極的に対応しつつある。すなわち、府下の工業分野はもとより、従来、労働集約的色彩の濃かった、流通、サービス部門においても、メカトロニクス機器の積極的な導入が進展し、このことが工業部門においては多品種少量生産の効率的展開、製品の品質、精度の向上、生産工程の省力化などとして結実しつつあるとともに、流通部門においても、オフィス・オートメーションの導入により、事務作業の合理化が進展しており、さらに、POSシステムの導入等を通じての効率的販売体制確立への努力も進もうとしている。
　しかし、厳しい市場経済原理の下でこのようなメカトロニクス化の進展が、企業間に業績格差をもたらしつつあるという実態も見すごされない。
　このことを端的に示しているのが、メカトロニクス化の下請生産体制への影響であろう。すなわち、親企業側のメカトロニクス化の進展に伴い、下請企業側としても高性能機械の利用を基礎とした高い技術力を養成しない限り、技術水準の高い高付加価値製品に関連する部品・加工品の受注を確保することが困難な状況となっている。
　さらに、メカトロニクス機器の普及に伴う雇用面への影響も重要である。目下のところは、マクロとして新たな事業分野の創出がもたらされ、また個別企業レベルでも終身雇用制度や企業別労働組合というわが国の労使慣行の下で比較的柔軟に企業内調整が行われ、雇用問題が深刻化するといった事態にはなっていないが、今後、さらに省力化が進展していく中で、その労働力市場全体に与える影響について深く注視することが必要である。
◆国際化の深まりと大阪産業の対応
　大阪産業の技術革新への対応は、輸出構造にも変化をもたらしている。阪神両港での輸出製品構成は、機械機器など高付加価値製品へのシフトを強め、先進国向輸出が増えるとともに、全国に占める阪神両港の輸出額のシェア低下も下げ止まりつつあることが注目される。また、自転車部品や作業工具等、大阪の輸出地場産業においても、技術集約的製品、高級品へと製品をシフトさせ、中進国や発展途上国との間に技術水準による水平的国際分業化が進展している。さらに、大阪の企業は、多様化、高級化する国際市場に対応するため、高級品や試作品を大阪の工場で製造し、それ以外の量産品を地方の工場で生産するという傾向になってきており、産業活動における大都市大阪の役割が再認識されてきている。
　一方、大阪企業の海外投資動向においても、従来のような安い労働力を求めて発展途上国に進出するという投資パターンから、高度な技術力と広い市場を求めて先進国へ進出する傾向が強まっている。
　このように、大阪産業は、技術革新への積極的な対応を通じ中小企業を含めて、産業活動の国際化傾向が著しい。
　さらに、大阪経済の将来を考えるに際し、注目すべき新たな動きとしては、40年代を通じて一貫して低下傾向を続けてきた府域内工場立地件数が、53年を境に反転、増加を示していることがあげられる。このことは、工業高度化における大都市経済機能の役割が再評価されつつあることを示唆するものである。大都市がわが国工業全体の発展の中で、高度成長期とは質的に異なる新しい役割を担いはじめている一端を示すものと考えられる。今後とも、大阪はわが国を代表する大都市経済圏の中心として、技術、情報、人材等の集積に努め、産業発展の土壌をさらに豊かにしていくことが必要である。

